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○事業の目的と計画概要

③国の行政機関の集約化により、国有財産の
有効活用及び利用者の利便性の向上を図る。

Ⅰ．事業の概要 四国地方整備局営繕部

②サンポート高松・シビックコア地区の
まちづくりに寄与し、にぎわいを創出する。

①四国における広域防災拠点としての機能の
充実を図り、国と自治体間の連携を強化する。

高松地方合同庁舎 完成写真（手前がⅡ期・南館）サンポート高松・シビックコア地区

■施設概要（Ⅱ期・南館）

２

高松地方合同庁舎
（Ⅱ期・南館）建設地

建設地 香川県高松市サンポート３－３３

敷地面積 11,262㎡（既存敷地 6,389㎡含む）

構造規模 鉄骨造 地上11階 地下1階

延べ面積 22,770㎡

工事期間 平成26年度～平成29年度

建設費 約８７億円



Ⅰ．事業の概要（広域防災拠点としての整備） 四国地方整備局営繕部

大規模災害時に、政府現地対策本部を設置。南館の整備により、さらに関係機関間の連携を強化

・上水・雑用水の備蓄、非常用排水槽

・非常用発電機、燃料タンク

・十分な耐震性能

■ 広域防災活動の支援

・災害対策室（北館13階）、ヘリポート（北館）

３

屋上ヘリポート（北館）

四国地方整備局 災害対策本部（北館１３階）



Ⅰ．事業の概要（まちづくりに寄与） 四国地方整備局営繕部

1987(S62) 国鉄分割民営化

1988(S63)  瀬戸大橋供用開始

宇高連絡船の廃止

1992(H4)   土地区画整理事業の都市計画決定

香川県が合同庁舎移転を要請

シビックコア地区形成基礎調査を始め関係

官署との打合せ開始

1995(H7)   高松港頭地区 地区計画決定

1998(H10) まちづくり協定締結

まちづくり協議会発足

まちづくり幹事会発足

2000(H12) シビックコア地区整備計画承認

2002(H14) 合同庁舎(Ⅰ期・北館)設計開始

2006(H18) 合同庁舎(Ⅰ期・北館)完成

2007(H19) 合同庁舎(Ⅱ期・南館)設計開始

2017(H29) 合同庁舎(Ⅱ期・南館)完成

４



Ⅰ．事業の概要（まちづくりに寄与） 四国地方整備局営繕部

５

サンポート高松シビックコア地区全景

高松地方合同庁舎
（Ⅰ期・北館）

（2006年11月完成）

高松シンボルタワー
（2004年３月完成）

高松港旅客ターミナル
（2001年5月完成）

ホテル
（2001年5月完成）

ＪＲ高松駅
（2001年5月完成）

高松地方合同庁舎
（Ⅱ期・南館）

（2017年9月完成）

サンポート高松
シビックコア地区

2017年11月撮影

ホテル
（2018年10月完成）



Ⅰ．事業の概要（まちづくりに寄与） 四国地方整備局営繕部

駅前広場からの景観

６



高松第２地方合同庁舎
四国運輸局（陸運）他

自衛隊香川地方協力本部

高松地方気象台

高松港湾合同庁舎

四国運輸局（海運）

四国地方整備局
高松第１地方合同庁舎
四国経済産業局 他

四国厚生支局

中国四国管区警察局四国警察支局

香川労働総合庁舎
香川労働局 他

中国四国地方環境事務所
高松事務所

高松法務局（一部）

四国財務局
財務総合政策研究所
四国研修支所

中国四国農政局高松市庁舎

市内に分散している官署を集約し、利便性の向上・防災対応の連携強化を図る

高松第２国税総合庁舎として所管替
・高松国税総合庁舎の狭あい解消
・高松国税局桜町分庁舎の分散解消

高松国税局桜町分庁舎
用途廃止

中国四国農政局高松市庁舎の一部
香川用水二期農業水利事業建設所の移転

四国地方整備局営繕部Ⅰ．事業の概要（行政機関の集約化）

高松地方合同庁舎（Ⅱ期・南館）１４官署

高松地方合同庁舎（Ⅰ期・北館） ６官署

７



Ⅱ．事業の評価 ○営繕事業の評価手法 四国地方整備局営繕部

８

②事業計画の合理性
同等の性能が得られる代替案の有無を確認し、
事業案と代替案とを経済比較（LCC）して事
業案が最も経済的であることを確認（代替案
がない場合、事業案が最も合理的とする）

（要件：評点100点）

①事業計画の必要性
現在入居している建物の状況から、事業の
必要性を評価

（要件：評点100点以上）

その他、

…などの項目について評価する。

現在の建物に問題が多いほど
評点が高い（建替えの必要性大）

事業計画

建替
（新営）

③事業計画の効果
Ｂ１（業務を行うための基本機能）と Ｂ２
（施策に基づく付加機能）から、事業の効果を
評価

（要件：100点以上）

【B1】（基本）

法令・
条例に
適合

適正な規模適切な
執務空間

適切な
敷地の場所・

規模

【B2】（施策）

緑化の推進

自然エネルギー利用

ユニバーサル
デザイン

防災性の確保

地域防災へ貢
献する取組

業務を行うための必要な機能を満たすことを
確認

事業の特性に合致した施策に基づく機能が付
加されていることを確認

防災機能の不備
解消の必要性

狭あい
解消の必要性

分散 借用返還

老朽
による弊害解消の必

要性

既存部分
の改修

不足分の
増築

代替案A 代替案B

民間ビル
への入居

経済性等を比較し、
現計画の合理性を評価

地域連携

現在入居している建物の状況を項目別
に採点

木材利用推進

地域との
連携



１）事業計画の必要性（各旧施設の状況）

四国地方整備局営繕部

◆施設の老朽化が進行している。

◆業務の多様化・業務量の増大のよる狭隘化が進み、業務に支障をきたしている。

◆耐震基準における耐震性能が不足している。

Ⅱ－１－（１）事業計画の必要性

９

入居官署名 所在地 建築年次 耐震性能 選定理由 延床面積 備考

公正取引委員会 四国支所 Ⅲ類

国土地理院 四国地方測量部 Ⅲ類

四国行政評価支局 Ⅲ類

中国四国防衛局 高松防衛事務所 Ⅲ類

人事院 四国事務局 Ⅲ類

四国運輸局 Ⅰ類

中国四国管区警察局四国警察支局 高松市中野町 1965年 Ⅰ類 4,766㎡

四国財務局 高松市中野町 1967年 Ⅰ類 4,429㎡

財務総合政策研究所四国研修支所 高松市中野町 1972年 Ⅲ類 老朽 803㎡

高松地方気象台 高松市伏石町 1960年 Ⅱ類 老朽、狭隘 1,092㎡

自衛隊 香川地方協力本部 高松市塩上町 1967年 Ⅲ類 老朽、狭隘 444㎡

中国四国農政局 香川支局 高松市天神前 1983年 Ⅲ類 老朽 2,425㎡

中国四国地方環境事務所 高松市寿町 － Ⅲ類 狭隘 80㎡ 民借

高松法務局（人権擁護部） 高松市出作町 1991年 Ⅲ類 狭隘 609㎡ 登記事務ｾﾝﾀｰ

高松第2合同

庁舎に入居
高松市松島町 1972年 6,541㎡

老朽、狭隘

老朽

老朽、

耐震性能不足



四国地方整備局営繕部

② 四国財務局

① 高松第２地方合同庁舎 ③ 中国四国管区警察局四国警察支局

外部の劣化状況

外部の劣化状況外部の劣化状況

外部の劣化状況

●老朽（1967年完成）
●耐震性能不足（0.79＜1.5）

●老朽（1965年完成）
●耐震性能不足（1.25＜1.5）

●老朽（1960年完成）
●狭隘 １０

２）事業計画の必要性（旧施設の老朽化）

Ⅱ－１－（１）事業計画の必要性

●老朽（1972年完成）
●耐震性能不足（1.28＜1.5）
●狭隘

④ 高松地方気象台



計画理由
今回
評点

前回
評点

問 題 点 等

（主要素） 老朽 83.8 83.8 入居官署の老朽化が著しい。（12官署）

（従要素） 狭あい 6.4 6.4 業務量の増大により狭あいが著しい。（6官署）

（従要素） 借用返還 0.1 0.1 民借による借料が高い。（1官署）

（従要素） 分散 1.8 1.8 ２カ所に分散し業務に支障あり。（1官署）

（従要素） 地域連携 7.0 7.0 シビックコア計画に基づく関連事業整備済み

（従要素） 立地条件の不良 0.8 0.8 遠隔地に所在のため来庁者に支障あり。（1官署）

（従要素） 施設の不備 3.5 3.5 耐震性能の不足（3官署）

（従要素） 衛生条件の不良 0 0 －

（従要素） 法令等 0 0 －

（加算要素） 合同庁舎計画 10.0 10.0 －

合 計 113.4 113.4 ≧100

「事業計画の必要性」が認められる。

四国地方整備局営繕部

１１

３）事業計画の必要性に関する評価

Ⅱ－１－（１）事業計画の必要性

前回評点と変化なし



評 点 評 価

100点

下記のいずれかに当てはまる。

・同等の性能を確保できる他の案との経済比較を行った際に、

事業案の方が経済的であると評価される場合。

・同等の性能を確保できる他の案との経済比較を行った際に、

リスク等の総合判断により事業案の方が合理的であると評価

される場合。

・他の案では、事業案と同等の性能を確保できないと評価される

場合。

・他の組織・機関が採算性等の審査等により評価を行うので

あって、当該評価方法に合理性があると確認できる場合。

0点 上記のいずれにも当てはまらない。

赤字が該当項目

四国地方整備局営繕部

１２

１）事業計画の合理性に関する評価指標

Ⅱ－１－（２）事業計画の合理性



施設名 旧施設の入居官署名 代替案 代替案に基づく入居官署名

高松第2
合同庁舎

①公正取引委員会 四国支所 (①→⑨に移転) ―

②国土地理院 四国地方測量部 (②→⑫に移転) ―

③四国行政評価支局 増築 ③四国行政評価支局

④中国四国防衛局 高松防衛事務所 (④→⑪に移転) ―

⑤人事院 四国事務局 (⑤→⑨に移転) ―

⑥四国運輸局 増築+耐震改修 ⑥四国運輸局

(単独庁舎) ⑦中国四国管区警察局四国警察支局 増築+耐震改修 ⑦中国四国管区警察局四国警察支局

(単独庁舎)
⑧四国財務局 増築+耐震改修

(⑧+⑨)

⑧四国財務局

⑨財務総合政策研究所四国研修支所

(単独庁舎)
⑨財務総合政策研究所四国研修支所 増築

(⑨→⑧に移転)

①公正取引委員会 四国支所

⑤人事院 四国事務局

(単独庁舎) ⑩高松地方気象台 建替 ⑩高松地方気象台

(単独庁舎)
⑪自衛隊 香川地方協力本部 増築

(⑪+④)

⑪自衛隊 香川地方協力本部

④中国四国防衛局 高松防衛事務所

(単独庁舎)
⑫中国四国農政局 香川支局 増築

(⑫+②)

⑫中国四国農政局 香川支局

②国土地理院 四国地方測量部

(民借) ⑬中国四国地方環境事務所 民借(引き続き) ⑬中国四国地方環境事務所

登記事務ｾﾝﾀｰ ⑭高松法務局(人権擁護部) 増築 ⑭高松法務局(人権擁護部)

四国地方整備局営繕部

◆老朽 → 改修 又は 建替

◆狭隘 → 入居官署の移転再配置 ＋ 増築（許容容積の範囲内で）
◆耐震性能不足 → 耐震改修

２）代替案

Ⅱ－１－（２）事業計画の合理性

１３



経済比較について （億円）

Ａ．事業案総費用

１．初期費用（建設費、企画設計費） 96.3

２．維持修繕費（修繕費、保全費、光熱水費） 66.6

３．土地の占用に係る機会費用 14.2

４．法人税等 ▲ 12.8 計 164.3

Ｂ．代替案総費用

１．初期費用（増築・改築費、企画設計費、解体費） 105.7

２．維持修繕費（修繕費、保全費、光熱水費、賃料） 75.1

３．土地の占用に係る機会費用 13.9

４．法人税等 ▲15.4 計 179.3

「事業計画の合理性」が認められる。

○分析期間：庁舎建設期間及び維持管理期間５０年間

○社会的割引率（4%）を用いて現在価値化を行い費用を算定

四国地方整備局営繕部

１４

３）事業計画の合理性に関する評価

Ⅱ－１－（２）事業計画の合理性

Ａ＜Ｂ
評点100点



四国地方整備局営繕部

事業計画の効果が認められる。 １５

１）事業の効果（Ｂ１）の評価

Ⅱ－１－（３）事業計画の効果

分類 評価項目

評価

今回
係数

前回
係数

評価項目

位置

Ｂ1

用地の取得・借用 1.1 1.1 国として用地を保有できている。

災害防止・環境保全 1.0 1.0
自然的条件からみて災害防止・環境保全上の支障は全て技
術的に解消できる見込みである。

アクセスの確保 1.1 1.1 施設へのアクセスは良好である。

都市計画その他の土地利
用に関する計画と整合性

1.0 1.0 都市計画その他の土地利用に関する計画と整合している。

敷地形状等 1.0 1.0
敷地全体の有効利用や敷地への安全・円滑な出入りが実現
しやすい敷地形状・接道の状況である。又は建設までにそうい
う状況になる見込みである。

建築物の規模 1.0 1.0 業務内容等に応じ、適切な規模となっている。
規模 敷地の規模 1.0 1.0 建築物の規模及び業務内容に応じ、適切な規模となっている。

機能性(業務を行うための
基本機能に該当する部分)

1.0 1.0
執務に必要な空間及び機能が適切に確保される見込みであ
る。

構造
Ｂ2

社会性、環境保全性、機
能性及び経済性(施策に
基づく付加機能に該当する
部分)

― ―
一般の建築物の性能水準に比して、それを上回る計画内容
を施策に基づく付加機能（施策に基づく付加機能）として評
価する。

評 点
(各項目の評価をすべて乗じて×100倍)

121.0 121.0 ≧100

前回評点と変化なし



四国地方整備局営繕部

２）施策に基づく付加機能（Ｂ２）の評価（１／３）

Ⅱ－１－（３）事業計画の効果

分類 評価項目 確保する性能の水準 主な取組内容の例

社会性

地域性
・官庁施設の基本的性能基準に基づき、地域の特性とともに地
域の活性化等地域社会への貢献について配慮されている。

シビックコア地区整備計画に基づき自治体と連携した施設整備を
した。

低層棟や外部空間については「市民と行政をつなぐ場」となるよう
に整備した。

地域性のある材料（四国産木材、石材）を採用した。

景観性
・官庁施設の基本的性能基準に基づき、地域の特性を考慮し
つつ、周辺環境との調和が図られ、良好な景観の形成について
配慮されている。

地域景観に配慮し、城をイメージした色調とした。

ワークショップ、懇談会、景観協議会等により、地域の要望、意見
を聞く機会を設け、歴史的まちなみに調和する色彩とした。

１６街並みとの調和を考慮した配置や建物高さ、壁面の構成



四国地方整備局営繕部

（参考）顧客満足度（CS）調査の結果（地域住民：83名回答）

１７

Ⅱ－１－（３）事業計画の効果

項 目 名

入りやすい

親しみやすい

ふさわしい

好ましい（好き）

建物外観印象

見え方

建物周り雰囲気

にぎわい向上

地域のシンボル

地域影響（総合）

シビック地区景観

歩行者の安全・利便

不満足率→ ％ ←満足率

不満 やや不満 どちらでもない やや満足 満足

◇施設の入りやすさ、親しみやすさの満足度が低いのは、入館ゲートの影響
と思われるが、その他の回答を見れば、地域に与える影響について良い印
象を与えてることがわかる。

入館ゲート



四国地方整備局営繕部

２）施策に基づく付加機能（Ｂ２）の評価（２／３）

Ⅱ－１－（３）事業計画の効果

分類 評価項目 確保する性能の水準 主な取組内容の例

環境
保全性

環境保全性
・官庁施設の環境保全性基準に基づき、特定事務庁舎を新
築する場合の水準を満たしている。
【BEE値（※1）：1.5以上、BEI値（※2）：0.9以下】

建築環境総合評価システム（CASBEE）による建築物の環境
効率【ＢＥＥ値：２．２】
採用した環境配慮技術：太陽光発電（１０ｋW)、LED照明、
照明制御、再生水、雨水利用等

【ＢＥＩ値：０．７９】

木材利用促進
・公共建築物における木材の利用の促進のための計画に基づき、
木造化、内装等の木質化が図られている。

玄関ホール・会議室等の内装を木質化したほか、駐輪場を木造と
した。

１８

太陽光発電設備 木造の駐輪場CASBEEによるBEEランクは“Ａ”

※1：建築環境総合性能評価システム（CASBEE）による建築物の環境効率をいう。

※２：建築物省エネ法の一次エネルギー消費量に関する指標で、設計一次エネルギー消費量（その他一次エネルギー消費量を除く。）を基準一次エネ
ルギー消費量（その他一次エネルギー消費量を除く。）で除したものをいう。



四国地方整備局営繕部

２）施策に基づく付加機能（Ｂ２）の評価（３／３）

Ⅱ－１－（３）事業計画の効果

分類 評価項目 確保する性能の水準 主な取組内容の例

機能性

ユニバーサル
デザイン

・官庁施設のユニバーサルデザインに関する基準に基づき、不特
定かつ多数の人が利用する施設については、建築物移動等円
滑化誘導基準を満たしている。

建築物移動等円滑化誘導基準に適合している。

障害者団体から意見聴取を行い、施設整備に反映した。

防災性

・官庁施設の総合耐震・対津波計画基準に基づき、大地震動
後、構造体の補修をすることなく建築物を使用できることを目標
とし、人命の安全確保に加えて災害応急対策活動等のための
十分な機能確保が図られている。

構造体の耐震安全性の目標をⅠ類（地震力に対する各階の必
要保有水平耐力を1.5倍相当）とした。

大地震動後のライフライン途絶時における業務継続のための特別
な対策を行った。

経済性

耐用性

官庁施設の基本的性能基準に基づき、目標とする使用期間を
考慮し、適切に構造体及び被覆等の修繕等（ただし、大規模
な修繕を除く。）をすることにより、大規模な修繕を行わずに、
長期的に構造耐力上必要な性能を確保できる。

無柱の大空間、重荷重ゾーンの設定などにより将来の機能変更
に容易に対応可能とした。

保全性
官庁施設の基本的性能基準に基づき、清掃、点検・保守等の
維持管理及び材料、機器等の更新が、効率的かつ安全に行え
る。

将来の機器更新に配慮して設備スペースを確保した。

ユニバーサルデザイン説明会

（事前説明会） （現地検証）

１９基準階平面

事務室用重荷
重ゾーン

重荷重ゾーン



年度

計画

工事

H28 H29

事業

H22 H23 H24 H25 H26 H27H18 H19 H20 H21

１）事業の採択と事業評価の実施

四国地方整備局営繕部

Ⅱ期工事
完成

施工

事業費
予算化

事業費
予算化

手続

Ⅰ期工事
完成

計画

高松地方合同庁舎Ⅰ期（北館） 高松地方合同庁舎Ⅱ期（手前がⅡ期・南館）
（平成29年完成）

Ⅱ－２．事業の評価まとめ（事業の経緯）

２０

手続

計画

Ⅱ期工事
新規採択時

評価

事業凍結

Ⅱ期工事
再評価

Ⅱ期工事
再評価

（2006） （2009） （2013） （2016）（2008）（2007） （2010） （2011） （2012） （2014） （2015） （2017）



年 度 平成20年度
（2008年度）

平成25年度
（2013年度）

平成28年度
（2016年度）

令和2年度
（2020年度）

評価内容
新規採択時

評価
再評価 再評価 事後評価

平成2９年度完成

建 設 費 約９０億円 約７８億円 約８４億円 約８７億円

事業計画の必要性 113.9 点 113.7 点 113.4 点 113.4 点

事業計画の合理性 100 点 100 点 100 点 100 点

事業計画の効果 146.4 点 133.1 点 121.0 点 121.0 点

四国地方整備局営繕部Ⅱ－２．事業の評価まとめ（過去の評価比較）

２）今回の事後評価と過去の事業評価の比較

事業計画の効果は、評価基準の変更によるもので、評価条件に変更はない。

※1 平成23年4月改訂：「都市計画その他の土地利用に関する計画との整合性」の評価基準係数を変更

※2 平成27年3月改訂：「施策に基づく付加機能」を定性的な評価とし、定量的指標に含めないこととした。

※2

２１

※1



事業計画の必要性

・老朽、狭隘、耐震性の不
足などの視点から、事業を早
期に行う必要性を評価

113.4点

100点以上

老朽・狭隘、耐震性の不足
等を解消する必要性が認め
られる。

事業計画の合理性

・採択案と他の案（改修・増
築、民借等）との費用比較に
より、合理的であることを評価

100点

100点

経済性、採算性等の合理
性がある。

事業計画の効果

・Ｂ１（事業を行うための
基本機能）から事業の効果
を評価

121.0点

100点以上

位置・規模・構造が適切で
あり、集約合同化による事
業の効果が認められる。

四国地方整備局営繕部

２２

Ⅱ－２ 事業の評価まとめ

３）事業計画の必要性、合理性及び効果の評価



四国地方整備局営繕部

◆高松地方合同庁舎（Ⅱ期）は、

・大規模災害発生時の広域防災拠点としての機能強化

・サンポート高松・シビックコア地区のまちづくり

・行政機関の集約化により、利用者の利便性の向上

に寄与する事業である。

◆事業の必要性、合理性及び効果について基準を満足している。

【対応方針（案）】

以上のことから、事業の効果は十分に発現していると考えられるため、

今後の事後評価及び改善措置の必要性はない。

２３

Ⅲ．対応方針（案）



参考資料



Ⅱ－１－（１）事業計画の必要性 四国地方整備局営繕部

１） 事業計画の必要性に関する評価指標 （１／３） ：該当係数

計画理由 内容 評点 100 90 80 70 60 50 40 備 考

老朽

施設の老朽
（現存率）

50％以下
(2官署)

60％以下
(8官署)

70％以下
(1官署)

80％以下
(1官署)

気象条件の極めて過酷な場
所にある場合は、左記に基
づく評点に10点加算する。構造耐力の

著しい低下

経年、被災等によ
り構造耐力が著し
く低下し、非常に
危険な状態にある
もの

狭あい
庁舎面積
(面積率)

0.5以下
(1官署)

0.55以下
(1官署)

0.60以下
(2官署)

0.65以下 0.70以下 0.75以下
(1官署)

0.80以下
(2官署)

敷地等の関係で増築が可能
な場合は、主要素としない。

借用返還

立退要求が
ある場合

借用期限が
切れ即刻立
退が必要な
もの

期限付き立
退要求のも
の

なるべく速
やかに返還
すべきもの

借料が高額等の
事情により返還す
べき場合

緊急に返還すべき
もの

なるべく速
やかに返還
すべきもの
(1官署)

分散
事務能率低下、
連絡困難

2ヶ所以上に分散、
相互距離が1km
以上で(同一敷地
外)、業務上著しく
支障があるもの
(1官署）

2ヶ所以上に分散、
相互距離が300m
以上で(同一敷地
外)、業務上非常
に支障があるもの

同一敷地
内に分散、
業務上支
障があるも
の

相互距離は、通常利用する
道路の延長とする。

資料１



四国地方整備局営繕部

１） 事業計画の必要性に関する評価指標 （２／３） ：該当係数

Ⅱ－１－（１）事業計画の必要性

計画理由 内容 評点 100 90 80 70 60 50 40 備 考

地域連携

都市計画の
進捗

周囲が区画整理
等施行済みで当
該施行分のみ未
施行となっているも
の

区画整理等
施行中で早
く立ち退かな
いと妨害とな
るもの

区画整理等が
事業決定済で
あるもの(年度
別決定済
み)(全官署)

区画整理等が
計画決定済で
あるもの

次に該当する場合は、主要素
と従要素に区分した上で得ら
れる評点(従要素の場合は評
点の10分の1。該当する理由
がない場合は0点)に、次のい
ずれかを加算し、当該計画理
由の評点とする。
・シビックコア計画に基づくもの
のうち、シビックコア内の当該施
行分を除く施設、関連都市整
備事業等の全てが整備済みの
ものは7点、少なくとも全てが建
設に着手済みの場合は4点
・地方公共団体の施設と合築
整備(同一又は隣接する敷地
に増築により一体的に整備す
る場合を含む。以下同じ。)を
するもので、その合築整備が確
実な場合は、4点
・地域防災へ貢献する取組が
確実に行われる場合は、4点

地域性上の
不適

都市計画的にみて
地域性上著しい障
害のあるもの又は防
火地域若しくは準
防火地域にある木
造建築物で延焼の
可能性が著しく高い
もの

都市計画的にみて
地域性上障害の
あるもの又は防火
地域若しくは準防
火地域にある木造
建築物で延焼の
可能性が高いもの

都市計画的に
みて地域性上
好ましくないもの
又は防火地域
若しくは準防火
地域にある木
造建築物で延
焼のおそれがあ
るもの

立地条件
の不良

位置の不適

位置が不適当で業
務上非常な支障を
来しているもの又は
公衆に非常に不便
を及ぼしているもの

位置が不適当で
業務上支障を来し
ているもの又は公
衆に不便を及ぼし
ているもの
(1官署)

位置が不適当
で業務上又は
環境上好ましく
ないもの

地盤の不良

地盤沈下、低湿
地又は排水不良
等で維持管理が
不可能に近いもの

地盤沈下、低湿地
又は排水不良等で
維持管理が著しく困
難なもの

地盤沈下、低湿
地又は排水不良
等で維持管理が
困難なもの

地盤沈下、低
湿地又は排水
不良等で維持
管理上好ましく
ないもの

資料２



四国地方整備局営繕部

１） 事業計画の必要性に関する評価指標 （３／３）

主要素の評点に従要素それぞれについての評点の10％を加えた点数を
「事業計画の必要性」の評点とする。
（合同計画、特定国有財産整備特別会計による計画は各10点加算）

：該当係数

Ⅱ－１－（１）事業計画の必要性

計画理由 内容 評点 100 90 80 70 60 50 40 備 考

防災機能
に係る施
設の不備

災害時にお
ける必要機
能に係る施
設の不備

施設が不備、かつ運用
による代替ができないた
め、業務の遂行が著しく
困難なもの又は人命の
安全確保が困難なもの

施設が不備、かつ運用
による代替が十分できな
いため、業務上好ましく
ないもの又は人命の安
全上好ましくないもの

改修により対応でき
る場合は、主要素と
しない。

施設の不
備

必要施設の
不備(災害
時における
必要機能に
係る施設の
不備を除く)

施設が不備のため業務
の遂行が著しく困難なも
の

施設が不備のため業務の
遂行が困難なもの

施設が不備のため業務の
遂行に支障を来している
もの
(3官署)

施設が不備のため業務
上好ましくないもの又は
来庁者の利用上著しく
支障があるもの

敷地等の関係で増
築が可能な場合は、
主要素としない。

採光、
換気不良

法令による基準よりはるか
に低いもの

法令による基準より相当
低いもの

法令による基準以下で
あるもの

主要素としない。

法令等
法令等に基
づく整備

法令、閣議決定等に基
づき整備が必要なもの

国の行政機関等の
移転及び機構統廃
合等に適用する。た
だし、機構統廃合に
よる場合は、主要素
としない。

資料３



四国地方整備局営繕部

１）業務を行うための基本性能（Ｂ１）の評価指標

Ⅱ－１－（３）事業計画の効果

：該当係数

分類 項 目 1.1 1.0 0.9 0.8

位
置

用地の取得・借用

(新規取得か否かを問
わず)国有地に建設さ
れている。

必要な期間の用地の利用(借用を
含む。)が担保されている。

災害防止・環境保
全

自然的条件からみて災
害防止・環境保全上
良好な状態である。

自然的条件からみて災害防止・環
境保全上支障がない。

自然的条件からみて災害防止・環
境保全上軽微な支障がある。

アクセスの確保
施設へのアクセスは良
好である。

施設へのアクセスに支障はない。 施設へのアクセスに軽微な支障があ
る。

都市計画その他の
土地利用に関する
計画との整合性

都市計画その他の土地利用に関
する計画と整合している。

都市計画その他の土地利用に関
する計画と整合していないが、整合
する見込みがある。

敷地形状等

敷地全体が有効に利用されており、
安全・円滑に敷地への出入りができ
る。

敷地の一部が有効に利用できない。

規
模

建築物の規模
業務内容等に応じ、適切な規模と
なっている。

業務内容等に対し、やや不適切な
規模となっている。

敷地の規模

建築物の規模及び業務内容に応
じ、適切な規模となっている。

建築物の規模及び業務内容に対
し、やや不適切な規模となっている。
(駐車場の不足など)

構
造

機能性(業務を行
うための基本機能
に該当する部分)

執務に必要な空間及び機能が適
切に確保されている。

執務に必要な空間又は機能が適
切に確保されていない。

資料４



 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業計画の合理性について 

資料－７－２ 



 高松地方合同庁舎（Ⅱ期）

事業計画の合理性

（単位：千円）
Ａ．　事業案の総費用

金額
1 初期費用 9,628,785
（1）建設費 9,155,279
（2）企画設計費 473,506
（3）解体費

2 維持修繕費 6,663,479
（1）修繕費 1,743,435
（2）保全費 2,488,191
（3）光熱水費 2,431,853

3 土地の占用に係る機会費用 1,421,155

4 法人税等 -1,284,403

事業案総費用 16,429,016

Ｂ．　代替案の総費用
金額

1 初期費用 10,570,409
（1）増築・改築費 9,632,699
（2）企画設計費 483,633
（3）解体費 454,077

2 維持修繕費 7,507,520
（1）修繕費 2,292,488
（2）保全費 3,819,084
（3）光熱水費 995,361
（4）賃料 400,587

3 土地の占用に係る機会費用 1,388,995

4 法人税等 -1,536,543

代替案総費用 17,930,381



■事業案 新築

法人税等 機会費用 計

企画設計費 建設費 解体費
仮庁舎建設・解

体費
移転経費 修繕費 更新費 保全費 水道光熱費

473,506 9,128,865 26,414 472,713 1,270,722 2,488,191 2,431,853 -1,284,403 1,421,155 16,429,016

初期費用（千円） 維持修繕費用（千円）官署名称

高松地方合同庁舎（Ⅱ期）



■代替案比較表（1／３）

官署名称 敷地面積 許容容積率 建築可能面積 延床面積 判定 建替 増築 賃借 採用

（㎡） （％） （㎡） （㎡）
容積率によ

る
建替の可否

（千円） （千円） （千円）
1.建替
2.増築
3.賃借

3,742 200 7,484 7,142 ○ 5,167,841 4,436,887 6,272,454 2

1 200 617,607

2 200 706,179

3 200 1,169,454

4 200 212,493

5 200 710,157

6 200 5,044,976

7 3,317 300 9,951 4,817 ○ 3,783,344 3,460,476 4,313,508 2

8 2,415 300 7,245 4,542 ○ 3,485,599 3,121,953 3,569,979 2

9 681 300 2,043 1,944 ○ 1,253,748 1,176,941 105,692 2

10 3,244 200 6,488 2,441 ○ 1,934,211
注：建替と

同一
2,286,429 1

11 661 300 1,983 1,476 ○ 997,284 962,537 792,170 2

12 1,716 400 6,864 3,558 ○ 2,640,982 2,127,100 2,067,485 2

13 600 401,311 3

14 307 200 615 539 ○ 421,742 308,965 346,108 2

注：旧庁舎の経過年数が建替周期を超えているため、旧庁舎と増築庁舎の建設が同時期となり、建替と同一

中国四国農政局香川
支局

No2、12の2官署を入居

高松法務局（人権擁護
部）

引き続き入居

財務四国研修支所 No8に移転。No1、5の2官署を入居

自衛隊香川地方協力
本部

No4、11の2官署を入居

高松地方気象台 現庁舎の老朽が著しいため増築不可

四国運輸局
　（　〃　）

引き続き入居

国土地理院四国地方
測量部　（　〃　）

No.13に移転

中国四国地方環境事
務所

現在賃貸であるため、建替・増築不可

高松防衛事務所
 　（　〃　）

No.11に移転

四国行政評価支局
　（　〃　）

引き続き入居

人事院四国事務局
　（　〃　）

No.9に移転

中国四国管区警察局
四国警察支局

引き続き入居

四国財務局 No8、9の2官署を入居

公正取引委員会四国
支所　（高松第2地方合
同）

No.9に移転

採用・不採用理由

高松第2地方合同
現在の入居官署はNo1～6。
容積からNo3、6の2官署合同とする。



■代替案比較表（２／３） 建替、増築

官署名称 法人税等 機会費用 計

企画設計費 建設費 解体費
仮庁舎建設・解

体費
移転経費 修繕費 更新費 保全費 水道光熱費

129,475 2,576,126 133,108 727 139,007 457,172 948,309 240,026 -410,984 223,921 4,436,887

1

2

3

4

5

6

7 98,240 1,964,768 127,711 88,145 287,886 639,648 192,552 -277,073 338,599 3,460,476

8 84,337 1,686,733 109,638 83,649 247,117 764,241 156,459 -256,744 246,523 3,121,953

9 36,709 708,935 16,344 1,377 33,874 160,126 236,900 15,768 -102,608 69,516 1,176,941

10 51,295 944,902 19,787 119,031 4,366 41,176 136,232 379,119 127,411 -149,606 260,498 1,934,211

11 29,967 576,499 10,577 1,246 24,738 82,875 177,175 93,270 -81,799 47,989 962,537

12 48,632 947,570 32,064 1,368 69,524 346,348 589,824 87,293 -184,283 188,760 2,127,100

13

14 4,515 89,415 4,848 45 11,734 82,885 70,306 61,223 -29,195 13,189 308,965

計 483,170 9,494,948 454,077 119,031 9,129 491,847 1,800,641 3,805,522 974,002 -1,492,292 1,388,995 17,529,070

中国四国地方環境事
務所

自衛隊香川地方協力
本部

高松地方気象台

中国四国農政局香川
支局

高松法務局（人権擁護
部）

人事院四国事務局
　（　〃　）

四国運輸局
　（　〃　）

中国四国管区警察局
四国警察支局

四国財務局

財務四国研修支所

高松防衛事務所
 　（　〃　）

初期費用（千円） 維持修繕費用（千円）

高松第2地方合同

公正取引委員会四国
支所　（高松第2地方合
同）

国土地理院四国地方
測量部　（　〃　）

四国行政評価支局
　（　〃　）



■代替案比較表（３／３） 賃借

官署名称 法人税等 計

設計費
テナント
工事費

敷金 移転経費 賃料
駐車場
使用料

維持管理費 水道光熱費

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13 463 9,227 10,735 364 384,621 5,231 13,562 21,359 -44,251 401,311

14

計 463 9,227 10,735 364 384,621 5,231 13,562 21,359 -44,251 401,311

高松法務局（人権擁護
部）

中国四国管区警察局
四国警察支局

四国財務局

財務四国研修支所

自衛隊香川地方協力
本部

高松地方気象台

中国四国農政局香川
支局

国土地理院四国地方
測量部　（　〃　）

四国行政評価支局
　（　〃　）

高松防衛事務所
 　（　〃　）

人事院四国事務局
　（　〃　）

四国運輸局
　（　〃　）

中国四国地方環境事
務所

公正取引委員会四国
支所　（高松第2地方合
同）

維持修繕費用（千円）

高松第2地方合同

初期費用（千円）




